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北海道電力のアプリでは内科や小児科などのオンライン
診療を受けられる（10月、札幌市）

オンライン診療、北海道内400以上の医療機関が対応　通院負担を軽減－デー
タで読む地域再生　北海道

　患者が自宅で診察を受けられるオンライン診療
が北海道内で普及しつつある。厚生労働省のデー
タによると、2025年7月の対応医療機関数は449
カ所と、2年間で96%増えた。患者の通院負担の
軽減や離島などの地域医療体制の維持につながっ
ている。

　オンライン診療はパソコンやスマートフォンを
使い、医師の診察を自宅で受けられる。政府は新
型コロナウイルスの感染拡大を受けて初診での利
用を解禁した。23年には「遠隔医療の推進に向け
た基本方針」を示し、普及を後押ししてきた。

　オンライン診療の対応医療機関数は、保険診療
を認可する厚労省地方厚生局の届出受理医療機関
名簿を分析した。北海道は25年7月1日時点で449
カ所と、都道府県別で9番目に多かった。23年同
期と比べた増加率は13番目に高い。

　すみかわ皮膚科アレルギークリニック（札幌
市）は遠方に住む患者や冬季の通院負担を軽減す
るため、19年12月にオンライン診療を導入した。
25年9月は小児や20〜40代の計20人が利用。9割
が慢性じんましんとアトピー性皮膚炎の治療で、
半数ほどが札幌市外の患者だった。

　皮膚科では皮膚の観察や触診が必要になること
が多い。皮膚の状態を正確に確認するため、初診
は対面診療を必須とし、オンライン診療は症状の
落ち着いている患者に限って活用している。オン
ライン上では皮膚を撮影した写真を事前にアップ
ロードしてもらったり、クリニック側から血液検
査の結果を共有したりすることもある。

　同クリニックは生物学的製剤などを用いた専門治療も提供しており、離島を含めて道内全域から患者
が通っている。吉川桃子副院長は「専門治療の質を高めるには、都市部の専門的施設と地域の病院をつ
なぐ遠隔医療の普及も重要になる」と指摘する。

　北海道は、専門医と地域の病院をつなぐ遠隔医療システムの構築を重点的に支援している。このほか
特にへき地や離島で地域内のオンライン診療体制を整備する場合に、拠点病院などに補助金を支給して
いる。医師不足が深刻化する地方部では、従来の訪問診療に代わる地域医療の体制づくりの重要性が増
しているためだ。



カメラを設置したパソコンでオンライン診療を実施して
いる（10月、札幌市のすみかわ皮膚科アレルギークリ
ニック）＝一部画像処理しています

　これまでに北海道南部の奥尻島（奥尻町）や十
勝地方の芽室町の病院などが対象となった。奥尻
町では、島内の病院を中心に地域の診療所や老人
ホームが設備を整え、在宅患者のオンライン受診
を保健師やケアマネジャーがサポートする体制づ
くりを支援した。あくまで対面診療を補完する手
段として位置づけ、適切な利用につなげる狙い
だ。

　道内企業もニーズの高まりに着目している。北
海道電力は2月にオンライン診療サービスを搭載
したアプリ「ほくでんヘルスケア」の提供を始め
た。電気の契約がなくても利用でき、マイナンバ
ーや保険証を登録すれば、夜間や週末でも診察予
約ができる。

　7月には知内町と検証事業も始めた。町内には小児科や大きな病院が乏しく、隣接する函館市まで1時
間以上かけて通院する町民もいる。利用者の声を機能改善に役立てつつ、自治体の施策としてアプリを
活用できるかも模索する方針だ。

　65歳以上の高齢者と子育て世帯の参加を募ったところ、子育て世帯の応募が多かった。アプリはオン
ライン診療とは別に、医師や看護師、薬剤師が24時間体制で相談に答えるチャット機能も利用できる。
子育て世帯からのニーズは高いとみる。北電の担当者は「子育て世帯に強く訴求し、利用者数を拡大し
ていきたい」と話す。

　（スレヴィン大浜華）
【関連記事】オンライン診療10県で倍増　青森は365日全域で小児科対応、子育て支援
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